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１．概 要 
 

１－１．システムの特長 

 

本システムは、港湾構造物の中の１つである「自立矢板式係船岸」の設計業務を支援す

るために開発されたシステムです。データ入力は、入力画面を用いることにより比較的簡

単に入力することができます。 

計算外力は、土圧と波圧が考慮できます。したがって、施工時の検討も可能となってい

ます。 

計算材料は、鋼矢板・鋼管矢板・ＰＣ矢板を対象とし、鋼矢板・ＰＣ矢板データについ

ては、システム内部に保持しています。また、任意の鋼矢板・ＰＣ矢板の追加も可能とな

っています。 

根入れ部の計算方法は、チャンの方式、港研方式のほかに伝達マトリックス法を用意し

ています。また、伝達マトリックス法を使用することにより、多層地盤で有限長の杭の計

算も行えるようになっています。 

 

本システムには、以下のような特徴があります。 

 

・ 港湾・漁港モード、河川モードの切り替えが可能です｡ 

・ 港湾・漁港モードでの設計基準は、港湾基準、漁港基準に準拠しています。 

・ 港湾基準では、部分係数法を用いることにより、自立矢板式係船岸の検討を行う

ことも可能となっています。 

・ 河川モードの場合、参考文献として以下の書籍を参照しました。 

 

建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編[Ⅰ][Ⅱ] 

災害復旧工事の設計要領 

 

・ 前面矢板に作用する土圧に任意の土圧が指定可能です。 

・ 液状化層の流動土圧の計算及び、液状化によるＮ値の低減が可能です。 

・ 盛土部分を座標入力することにより任意の形状で計算が行えます。その場合、盛

土層は、最大3層まで入力できます。 

・ 地表面形状が任意形状の場合、最大5つの上載荷重が入力できます。 

・ プログラム内部に鋼矢板データ･ＰＣ矢板データを保持しており矢板断面が自

動選択/任意選択できます。 

・ 鋼管矢板の場合、二次応力の検討を行うことが可能です. 

・ 多層地盤及び、有限長杭の計算が行えます。 

・ 港湾・漁港モードの場合、腐食速度と耐用年数から腐食後の矢板の断面性能を自

動計算します。また、河川モードの場合、腐食しろを直接入力します｡ 

・ 横抵抗定数、地盤反力係数をＮ値から計算します。また、直接入力することも可

能です。 

・ 残留水位面が地表面天端面以上でも計算が可能です。 

・ 複数の仮想海底面が検出された場合に、選択が可能です。 

・ 印刷イメージを画面に表示し、確認することができます。 

・ 任意の鋼矢板データ・ＰＣ矢板データを追加・修正することができます。 

・ 施工時の検討を行うことができます。 
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１－２．システムの制限事項 

 

［データ容量］ 

・ 層データ数             最大１５層 

・ 鋼管矢板データ数          最大１０データ 

・ その他外力データ数         最大  ５つ 

・ 地表面形状座票データ数       最大８０点 

・ 上載荷重データ数（任意形状の場合） 最大  ５つ 

・ 盛土土層データ数          最大  ３層 

・ 検討潮位数             最大  ４潮位 

 

１－３．データ入力・計算上の注意事項 

 

・ 主働側の土層開始位置は、上部工天端位置と同等の高さか、それ以下の高さにして下

さい。 

・ 受働側の土層開始位置は、入力した設計海底面高さの内で最も高い位置と同じ高さ

にして下さい。 

・ ﾁｬﾝの方式（多層地盤）及び、Ｃ型地盤（多層地盤）で根入れ部の計算を行う場合、

基本条件－高さ条件の「最終土層の下限の高さ」は、「矢板の根入れ高」よりも同等

か深くして下さい。 

・ 見かけの震度を二建の提案式で求める場合で水位（Ｒ．Ｗ．Ｌ．・Ｌ．Ｗ．Ｌ．）が

それぞれの天端位置より高い場合、二建の提案式で用いるｈｗは、それぞれの天端位

置からの深さを使用します。 

・ ﾁｬﾝの方式（多層地盤）及び、Ｃ型地盤（多層地盤）は、有限長杭として計算できま

すが、杭の長さがあまりにも短いと杭として成り立たなくなるため、2/β以上で使用

して下さい。 

・ 荷重として受働土圧が主働土圧を超過する場合は、超過した部分を無視して計算を

行います。 

 

 

 

 

１ ２ 
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５ 
６ 

７ 

１ ２ 

３ 
４ 

５ 
６ 

７ 
８ ８ 

超過部分 

仮想海底面 

 

・ 施工時の検討を行う場合、仮想海底面は必ず設計海底面になります。したがって、各

波圧強度の作用高さあるいは、波圧合力の作用高さは、設計海底面からの高さとなり

ます。 
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・ 本システムでは、土の単位体積重量を飽和重量と湿潤重量で入力し、以下の方法を用

いてシステム内部で、水中の有効重量を算出します｡ 

 

（港湾・漁港モードの場合） 

 水中の有効重量＝飽和重量-10 

 

（河川モードの場合） 

 水中の有効重量＝湿潤重量-9 

 

・ 地震時の砂質土土圧強度を計算する場合、算出式のルート内が負の値となる場合が

あります。負の値となった場合、ルート内を0として計算を実行することが可能です。

しかしながら、その場合土圧式の適応外となっている可能性が高いため注意が必要

です。港湾基準には次のような記述があります。 

 

『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.354より抜粋 

(8)上記土圧式は、土と間隙水が一体となって運動すると仮定しており、液状化した土に

は適用できない。その場合には別途、動的有効応力解析又は模型実験などで、地盤と構

造物の地震時安定性を評価する必要がある。 

 

・ 地震時の粘性土土圧強度を計算する場合、算出式のルート内が負の値となる場合が

あります。負の値となった場合の対処法として、次の記述があります。 

 

『Q&A 構造物設計事例集』より抜粋 

√内がマイナスになった場合は、物理的に意味がないので、地盤改良でｃを大きくする

か、γを小さくすることで対応する必要があります。 
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２．機能説明 
 

２－１．粘着力からＮ値を計算する場合 

 

次式を使用して、Ｎ値を計算します。この場合に使用する粘着力は、土層中心の粘着力

です。 

 

用0～80.0の値を使　　　　通常、40.

位換算のため）0.001した値（単×で入力した係数に入力画面：Ｘ

：Ｎ値（回）Ｎ

）/m：一軸圧縮強度（kNｑｕ

）kN/m：土層中心の粘着力（Ｃ

ここに、

Ｃ×＝　２．０Ｘ Ｎ

Ｃ＝Ｎ／Ｘ×２．０

よって、

）mｑｕ＝Ｎ／Ｘ（N/m

）/m＝ｑｕ／２．０（kN  Ｃ

2

2

2

2

 

 

参照：『鋼管杭協会，鋼矢板 設計から施工まで 2014年』P102 
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２－２．盛土形状が任意形状の場合の上載荷重の算定方法について 

 

本プログラムでは、任意形状の盛土を扱うため、盛土部分の土荷重を上載荷重として計

算を行うようになっています。そこで、以下に処理内容の説明を行います。 

 

砂質土の崩壊角算定式 

 

１） 常時の崩壊角算定式 

 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )




−−

++
−+++−++−=−

i

i

iii sincos

sincos
sectancot  

 

２） 地震時の崩壊角算定式 

 

( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )




−−−

+++
−+++−++−=−

i

i

iii sincos

sincos
sectancot  

：見かけの震度ｋ

：震度ｋ

で表わされる。k’tan=k又は、θtan=：地震合成角（度）θθ

となす角度（度）：ｉ層の崩壊面が水平ζ

：壁面摩擦角（度）δ

角度（度）：地表面が水平となすβ

度（度）：壁面が鉛直となす角ψ

角（度）：ｉ層の土の内部摩擦φ

ここに、

‘

1-1-

ｉ

ｉ
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粘性土の主働崩壊角算定式 

 

１） 常時の主働崩壊角算定式 

 

常時の粘性土には、主働崩壊角を求める式が基準書等には表記されていない

ため、ここでは、入力値を用います。 

 

２） 地震時の主働崩壊角算定式 

ζ𝑎 = tan−1 √1 − (
Σ𝛾ℎ + 2𝑤

2𝑐
) tan 𝜃 (式 − 1) 

2α = 90° − μ (式 − 2) 

μ = tan−1
𝑎

√𝑏̅2 − 𝑎̅2
 

𝑎̅ = sin 𝜃 

𝑏̅ = sin 𝜃 +
2𝑐 ⋅ cos 𝜃

Σ𝛾ℎ + 𝑤
 

 

(式－2) 参照：『土圧係数図表 日本港湾協会編』 

角度（度）：崩壊面が水平となすζα,

：見かけの震度ｋ

：震度ｋ

で表わされる。k’tan=k又は、θtan=：地震合成角（度）θθ

）m：土の粘着力（kN/ｃ

）の載荷重（kN/m：水平単位面積当たりｗ

：層の厚さ（m）ｈ

）kN/m：土の単位体積重量（γ

ここに、

ａ

‘

1-1-

2

2

3

 

 

  上記の（式－1）で崩壊角を計算した場合、ルートの中身が負になる場合があ

ります。その場合、（式－2）［岡部式］を用いるか、あるいは崩壊角既定値を

用いて計算するかをプログラムにより選択可能となっています。ただし、「1-3.

データ入力・計算上の注意事項」に記載している内容をご確認の上、必要であれ

ば選択してください。 

尚、崩壊角既定値により、計算する場合は、以下のような処理を行います。岡

部式の場合は、上限・下限値の平均値を用います。 

 

① 土層の上限・下限の崩壊角が負の値の場合、入力した崩壊角既定値を層の崩

壊角とします。 

② 土層の上限の崩壊角が負の値の場合、下限の崩壊角と入力した崩壊角既定

値をその土層の崩壊角とします。 

③ 土層の下限の崩壊角が負の値の場合、上限の崩壊角と入力した崩壊角既定

値をその土層の崩壊角とします。 

④ 土層の上限・下限の崩壊角が正の値の場合、上限･下限の崩壊角の平均値を

その土層の崩壊角とします。 
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先頭の土層から地表面への崩壊面の上げ方 

 

本システムでは、盛土部分の崩壊角が計算できません。そのため、盛り土内の崩壊

角を次の２通りの中から選択することが可能となっています。 

・ 第1層の崩壊角を使用 

・ 90度（直上がり）を使用 

「第1層の崩壊角を使用」を選択した場合、下図のように第1層の崩壊角を使用し、

その角度で地表面まで崩壊面を上げます。 

ζζ 1

第 1 層

地表面天端 ζ１の角度により地表面まで

直線で崩壊面を上げる。
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２－３．見かけの震度の算定方法について 

 

見かけの震度 

 

本プログラムでは、見かけの震度の計算方法を次の4つの中から選択します。直接

入力以外を選択した場合は、土層毎の土質定数を使用して見かけの震度を計算しま

す。尚、河川の場合、浮力の考え方が基準により異なるため、本システムでは、見か

けの震度式で飽和重量から差し引く浮力は10.0固定としています。 

 

( )

：見かけの震度ｋ

ｋ：震度

）載荷重（kN/mｗ：単位面積当たりの

）重量（kN/m気中における単位体積：水で飽和した土の空γ

）位体積重量（kN/mγ：水位面上の土の単

層の厚さ（m）土圧を求めようとするｈ：残留水位より下の

り上の層の厚さ（m）を求めようとする層よ：残留水位以下の土圧ｈ

層の厚さ（m）：残留水位以上の土のｈ

ここに、

式ｄ．荒井・横井の提案

）載荷重（kN/mｗ：単位面積当たりの

いる深さ（ｍ）：土層の水につかってｈ

ｈ：土層の厚さ（m）

）（kN/m：海水の単位体積重量γ

）（kN/mγ：土の単位体積重量

度ｋ：空気中における震

の震度：水中における見かけｋ

ここに、

ｃ．二建の提案式

重量（kN/m気中における単位体積：水で飽和した土の空γ  

度ｋ：空気中における震  

の震度：水中における見かけｋ  

ｂ．標準式

ａ．直接入力

’

2

3
t

3

j

ｉ

2

ｗ

3
ｗ

3

’

3
ｔ

’

k
hwhh

hwhh
k

k
wh

whh
k

kk

tjti

tjt

ww

t

t


−++−+

+++
=


+

++
=


−

=

)10(})10({2

)(2
'

'

）

ここに、

10
'













 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.356 
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二建の提案式－地表面天端より残留水位が高い位置にある場合 

 

二建の提案式を選択した場合で、残留水位が地表面天端よりも高い位置にある場

合の天端位置の見かけの震度及び、ｈｗを求めるための残留水位位置の考え方は以下

のようになります。 

 

１）天端位置の見かけの震度の算定方法について 

二建の提案式では、天端位置が水位以下で上載荷重が存在しない場合、見かけ

の震度が計算できません。本プログラムでは、一般に主働側には上載荷重が載荷

されるケースが多いと考えられることから、地表面天端位置の見かけの震度は、

空中震度を用いて計算を行います。 

 

２）ｈｗを求めるための残留水位位置の考え方について 

  二建の提案式では、［ｈｗ：土層の水につかっている深さ（ｍ）］を使用しま

す。本プログラムでは、地表面天端位置を残留水位位置として、その位置から現

在層までの深さをｈｗとして計算します。 

第 1 層

第２層

地表面天端

Ｒ．Ｗ．Ｌ．

hw

 

 

二建の提案式－設計海底面より前面水位（Ｌ.Ｗ.Ｌ.）が高い位置にある場合 

 

二建の提案式を選択した場合で、設計海底面位置の見かけの震度及び、ｈｗを求め

るためのL.W.L.位置の考え方は以下のようになります。 

 

１）設計海底面位置の見かけの震度の算定方法について 

二建の提案式では、設計海底面位置が水位以下で上載荷重が存在しない場合、

見かけの震度が計算できません。本プログラムでは、一般に受働側には上載荷重

が載荷されないケースが多いと考えられることから、設計海底面位置の見かけ

の震度は、常に標準式を用いて計算を行います。 

 

２）ｈｗを求めるためのL.W.L.位置の考え方について 

  二建の提案式では、［ｈｗ：土層の水につかっている深さ（ｍ）］を使用しま

す。本プログラムでは、設計海底面位置をL.W.L.位置として、その位置から現在

層までの深さをｈｗとして計算します。 

第 1 層

第２層

設計海底面

Ｌ．Ｗ．Ｌ．

hw
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動水圧の算定について 

 

矢板壁に動水圧を作用させることができます．一般に、港湾基準では見かけの震度

を「荒井・横井の提案式」で計算する場合に作用させるようになっています｡ 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.359 

 

）

ここに

5

2

12

7

8

7

2

3

点までの距離（mら動水圧の合力の作用：動水圧を求める点かh

/m）：動水圧の合力（kNP

点位置）（動水圧合力及び作用

る水深（m）H：直立壁前面におけ

m）求める点までの深さ（y：水面から動水圧を 

）kN/m：水の単位体積重量（γ

K：設計震度 

）：動水圧（kN/mp

ここに

（動水圧）

dw

dw

3
w

2
dw

Hh

yHKP

yHKp

dw

wdw

wdw

=

=

=




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２－４．腐食しろの算定方法について 

 

港湾基準・漁港基準については、腐食速度×耐用年数から各腐食しろを計算します。計

算に使用する腐食速度は、以下の通りです。 

 

１）使用する海側の腐食速度 

 

① 海中部最大曲げモーメント位置の腐食速度は、海中部の値を使用します。 

② 地中部最大曲げモーメント位置の腐食速度は、海底泥層中の値を使用します。 

 

・ 矢板の変位量に使用する腐食速度は、以下の通りです。 

 

δ1：仮想海底面での変位量 

δ2：仮想海底面でのたわみ角によるこの点より上の矢板の回転角のために生ず

る矢板天端の変位量 

δ3：仮想海底面より上の片持ばりとしての変位量 

 

[チャンの方式（プログラムで変更可能）] 

 

δ1、δ2  ：海底泥層中の値 

δ3    ：海中部の値 

 

もしくは、 

 

δ1、δ2、δ3 ：全て海中部の値 

 

[チャンの方式以外] 

 

δ1、δ2 ：海底泥層中の値 

δ3   ：海中部の値 

 

※ ただし、海中部と海底泥層中の腐食量が同じか、あるいは海底泥層中のみ検

討を行う場合は、全て海底泥層中の値を用います。 

 

２）使用する陸側の腐食速度 

 

それぞれ、海中部･海底泥層中の値を使用します。 
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２－５．腐食後の断面性能について 

 

本プログラムでは、鋼矢板及び、鋼管矢板の腐食後の断面性能を以下のように考えて算

定しています。 

 

鋼矢板の場合 

 

鋼矢板の場合は、腐食後の断面性能の計算方法として以下の2つの内のどちらかが

選択できます。 

 

a. 腐食後の断面係数を「鋼矢板の腐食後の断面係数のグラフ」から直接引用し、そ

の値に鋼矢板の高さを乗じて断面二次モーメントを求めます。 

b. 板の腐食後の断面係数のグラフ」から残存断面性能率を引用し、その値をそれぞ

れ腐食前の断面係数、断面二次モーメントに乗じて腐食後の断面諸値を求めま

す。 

 

通常は、ｂの方法を選択します。ｂの方法は、「鋼矢板の腐食後の断面係数のグラ

フ」から腐食時断面性能低減率（η）を引用し、その値をそれぞれ腐食前の断面係数、断

面二次モーメントに乗じて腐食後の断面諸値を求めます。（参照：『鋼矢板 設計から施工

まで 2000年 改定新版 P.467』） 

以下にａを指定した場合の詳細について記述します。 

 

１） 断面係数（Ｚ） 

 

プログラム内部に「鋼矢板の腐食後の断面係数のグラフ」を保持しており、α

＝ｔ２／ｔ１から腐食後の断面係数を引用します。 

 

２）断面二次モーメント（Ｉ） 

 

断面二次モーメントは、腐食後の断面係数を用い次式により算出します。 

 

( ) 5.021 +−= tthZI  

m）：鋼矢板の腐食代（cｔ

m）：鋼矢板の腐食代（cｔ

高さ（cm）：鋼矢板の上縁までのｈ

/m）cm：腐食後の断面係数（Ｚ

/m）ーメント（cm：腐食後の断面二次モＩ

ここに、

２

１

3

4

 

 

ＸＸ

ｈ

ｔ２

ｔ１
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鋼管矢板の場合 

 

１） 継手有効間隔（Ｂ） 

 

継手有効間隔は、直接値を入力することもできますが、以下の5型については、

プログラムの内部で継手有効間隔を算出します。 

 

( ) 

( ) 

( ) 

247.8mmB 型）e．Ｐ－Ｐ型（パイプ

180.0mmB Ｔ型）d．Ｐ－Ｔ型（パイプ

：鋼管の外形（mm）Ｄ

）：継手有効間隔（mmＢ

ここに、

10×７５×型）Ｌ－100c．Ｌ－Ｔ型（二港湾

９×７５×型）Ｌ－７５ｂ．Ｌ－Ｔ型（二港湾

８×６５×型）Ｌ－６５ａ．Ｌ－Ｔ型（二港湾

=

=

−−++=

−−++=

−−++=

DB

DB

DB

DD

DD

DD

22

22

22

22

22

22

900.110

905.85

8076
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２） 断面二次モーメント（Ｉ） 

 

ａ．まったく腐食がない場合か、あるいはｔ１、ｔ２の腐食代が同じ場合は次式

を使用します。 

 

( )

：内径の直径   ｄ

：外形の直径   Ｄ

の断面二次モーメント：図心軸に関する断面Ｉ

ここに、

ｎｘ

44

64
dDI nx −=



 

 

ｂ．腐食代がｔ１、ｔ２で違う場合は次式を使用します。 

 

離れ：Ｘ－Ｘ軸と図心との ０ｙ

：断面積   Ａ

面二次モーメント：Ｘ－Ｘ軸に関する断  ｘＩ

の断面二次モーメント：図心軸に関する断面ｎｘＩ

ここに、

2
0AyII xnx −=

 

ＸＸ

Ｇ
y0

 
 

計算過程の詳細を以下に示します。 

 

① 海側の腐食しろを差し引いた直径を計算します。D1 

② 陸側の腐食しろを差し引いた直径を計算します。D2 

③ 内径の直径を計算します。D3 

④ それぞれの直径に対する面積を計算します。ただし、①・②の円は、半円の

面積を計算します。 

A1＝π・D1２/8 

A2＝π・D2２/8 

A3＝-π・D3２/4  符号に注意！！…内径の面積なので符号を負とします。 

 

⑤ ①と②の半円の重心位置を計算します。回転体の重心位置の計算は、次の定

義から求められます。 

（回転体の体積＝回転させる面積（半円）×重心が回った距離（円周）） 

したがって、半円の重心距離（Ｙ）は、 

4･π･r3/3=π･r2/2×2πY 

Y=4･r/(3･π) 

ここでは、直径であらわしているのでr=D/2で置き換えると 
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Y=2･D/(3･π) 

 

Y1=2･D1/(3･π) 

Y2=-2･D2/(3･π)  符号に注意！！…軸の反対側となるので符号を負と

します。 

 

⑥ それぞれの円の断面二次モーメントを計算します。ただし、①・②の円は、

半円の断面二次モーメントを計算します。 

I1=π･D14/128 

I2=π･D24/128 

I3=-π･D34/64  符号に注意！！…内径の断面二次モーメントなので符号

を負とします。 

 

⑦ 全面積を計算します。 

A=A1+A2+A3…上で、符号を変化させているので内径部分を差し引いた面積

となっています。 

 

⑧ 全面積の重心を計算します。 

Y=(A1･Y1+A2･Y2)/A 

 

⑨ 断面二次モーメントを計算します。 

I=I1+I2+I3-A･Y2 

 

３） 断面係数（Ｚ） 

 

断面係数は、腐食後の断面二次モーメントを用い次式から計算します。 

腐食代がｔ１、ｔ２で違う場合は、最小の断面係数（Ｚ）を採用します。 

 

の距離：図心軸から下縁までｙ

の距離：図心軸から上縁までｙ

の断面二次モーメント：図心軸に関する断面Ｉ

：断面係数Ｚ

ここに、

ｔ

ｃ

ｎｘ

),min( tc

t

nx
t

c

nx
c

ZZZ

y

I
Z

y

I
Z

=

=

=

 

 

ｘ ｘ

ｙｃ

ｙｔ
ｔ２

ｔ１
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２－６．土圧の考え方について 

  

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.350～ 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.146～ 

 

常時砂質土の土圧 

 

１） 主働土圧 

 

( ) 
( )

( ) ( ) ( )
( ) ( )

2

coscos

sinsin2

2

cos

cos

1coscos

cos

cos






 ++

−
=

+=

−+

−+

−















a

w
aa

K

hKp

 

  

２） 受働土圧 

 

( ) 
( )

( ) ( ) ( )
( ) ( )

2

coscos

sinsin2

2

cos

cos

1coscos

cos

cos






 −+

+
=

+=

−+

+−

−















p

w
pp

K

hKp

 

 

：壁面摩擦角（度）δ

角度（度）：地表面が水平となすβ

度（度）：壁面が鉛直となす角ψ

土圧係数）：土層の主（受）働（ＫＫ

：土層の厚さ（m）ｈ

）kN/m：土の単位体積重量（γ

）：土の内部摩擦角（度

）働土圧強度（kN/m：壁面に働く主（受））（ｐｐ

ここに、

ｐａ

3

2
ｐａ



 



 

 

- 17 - 

地震時砂質土の土圧 

 

１） 主働土圧 

 

( ) 
( )

( ) ( ) ( )
( ) ( )

2

coscos

sinsin2

2

cos

cos

1coscoscos

cos

cos






 +++

−−
=

+=

−++

−−+

−















a

w
aa

K

hKp

 

  

２） 受働土圧 

 

( ) 
( )

( ) ( ) ( )
( ) ( )

2

coscos

sinsin2

2

cos

cos

1coscoscos

cos

cos






 −−+

−+
=

+=

−−+

−+−

−















p

w
pp

K

hKp

 

 

：見かけの震度 ｋ

：震度ｋ

で表わされる。k’tan=k又は、θtan=：地震合成角（度）θθ

：壁面摩擦角（度）δ

角度（度）：地表面が水平となす β

度（度）：壁面が鉛直となす角ψ

土圧係数）：土層の主（受）働（ＫＫ

：土層の厚さ（m）ｈ

）kN/m：土の単位体積重量（γ

）：土の内部摩擦角（度φ

）働土圧強度（kN/m：壁面に働く主（受））（ｐｐ

ここに、

‘

1-1-

ｐａ

3

2
ｐａ
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常時粘性土の土圧 

 

１） 主働土圧 

 

次に示される(式-1)あるいは(式-2)のうち、構造物に危険となる土圧分布を

用いるか（漁港基準）あるいは、(式-1)のみを用いるか（港湾基準）の選択がプ

ログラムで可能になっています。 また、(式-2) のみを用いることも可能です｡

(式-1)を使用した場合に生じる負の土圧領域は考慮せず、正の土圧が発生する

深さまでは土圧を０とします．  

 

𝑃𝑎1 = Σ𝛾ℎ + 𝑤 − 2𝑐 (式 − 1) 

𝑃𝑎2 = 𝐾𝑐(Σ𝛾ℎ + 𝑤) (式 − 2) 

  

２） 受働土圧 

 

cwhpp 2++=   

 

0.5=：圧密平衡係数、ＫＫ

）：粘着力（kN/m  ｃ

）載荷重（kN/m：地表面単位面積当り ｗ

：土層の厚さ（m）  ｈ

）kN/m：土の単位体積重量（  γ

）強度（kN/m：壁面に働く受働土圧ｐ

）強度（kN/m：壁面に働く主働土圧ｐ

ここに、

ｃｃ

2

2

3

2
ｐ

2
ａ
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地震時粘性土の土圧 

 

１） 主働土圧 

 

次に示される(式-3)あるいは(式-4)のうち、構造物に危険となる土圧分布を

用いるか（漁港基準）あるいは、(式-3)のみを用いるか（港湾基準）の選択がプ

ログラムで可能になっています。また、(式-4)のみ用いることも可能です｡ 

 (式-3)のルート内が負になる場合、入力画面で指定した崩壊角を使用して土

圧を計算するかもしくは岡部式（式-5）を用いるか又は、常時土圧式用いてかを

選択することができます。ただし、「1-3.データ入力・計算上の注意事項」に記

載している内容をご確認の上、必要であれば選択してください。 

 

𝑃𝑎1 =
(Σ𝛾ℎ + 𝑤) sin(𝜁 + 𝜃)

cos 𝜃 sin 𝜁
−

𝑐

cos 𝜁 sin 𝜁
(式 − 3) 

ζ = tan−1 √1 − (
Σ𝛾ℎ + 2𝑤

2𝑐
) tan 𝜃 

𝑃𝑎2 = 𝐾𝑐(Σ𝛾ℎ + 𝑤) (式 − 4) 

 

𝑃𝑎 =
(Σ𝛾ℎ + 𝑤) sin(𝛼 + 𝜃)

cos 𝜃 sin 𝛼
−

𝑐

cos 𝛼 sin 𝛼
(式 − 5) 

2α = 90° − μ 

μ = tan−1
𝑎

√𝑏̅2 − 𝑎̅2
 

𝑎̅ = sin 𝜃 

𝑏̅ = sin 𝜃 +
2𝑐 ⋅ cos 𝜃

Σ𝛾ℎ + 𝑤
 

参照：『土圧係数図表 日本港湾協会編』 

 

２） 受働土圧 

 

cwhpp 2++=   

す角度（度）ζ：崩壊面が水平となα,

：見かけの震度ｋ

：震度  ｋ

で表わされる。k’tan=k又は、θtan=：地震合成角（度）θ θ

0.5=：圧密平衡係数、ＫＫ

）：粘着力（kN/m  ｃ

）載荷重（kN/m：地表面単位面積当り  ｗ

：土層の厚さ（m）  ｈ

）kN/m：土の単位体積重量（  γ

）強度（kN/m：壁面に働く受働土圧ｐ

）強度（kN/m：壁面に働く主働土圧ｐ

ここに、

‘

1-1-

ｃｃ

2

2

3

2
ｐ

2
ａ
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地震時粘性土主働土圧の考え方 

 

本プログラムでは、地震時粘性土主働土圧の計算方法を以下の4つの方法の中から

選択します。次の文献の解釈によります。設計事例集などに使用されている方法は、

ｃの方法です。 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.356 

(3)海底面下における粘性土の地震時土圧を算出する場合、海底面においては見かけの震

度を用いて土圧を求めるが、海底面下10m以下においては震度を0として土圧を求めるこ

とができる。ただし、海底面下10mにおける土圧が海底面における値より小さい場合には、

海底面における値を用いるべきである。 

 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.154 

(3)海底面下における地震時の土圧の算定 

海底面下における粘性土の地震時の土圧を算出する場合、海底面においては見かけの

震度k’を用いて土圧を求めるが、海底面下10m以下においては震度をゼロとして土圧を

求めてよい。ただし、海底面下10mにおける土圧が海底面における値より小さい場合には、

海底面における値を用いる。 

 

ａ．上・下共に見かけの震度を用いて土圧を計算する 

ｂ．海底面～海底面-10m間の土圧強度を直線補完 (土層下限値のみ補完で算出) 

ｃ．海底面～海底面-10m間の土圧強度を直線補完 (土層上・下限値共に補完で算出) 

ｄ．海底面～海底面-10m間の見かけの震度を直線補完 

 

(ａの方法を選択した場合) 

 

海底面～海底面－１０ｍ以内に粘土層がある場合でも、全て見かけの震度を考慮

し、計算式の選択により(式-3、式-4)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-

3)・(式-4)のみで計算します。 

海底面－１０ｍ以深の粘土層については、見かけの震度を０として、計算式の選択

により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-1)・(式-2)のみで計

算します。 

尚、層の下限値が層の上限値よりも小さくなる場合は、層の上限値を層の下限の土

圧とするかどうかの選択が可能です｡ 
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(ｂの方法を選択した場合) 

 

海底面～海底面－１０ｍ以内に粘土層がある場合に、層の上限の土圧は、見かけの

震度を考慮し、計算式の選択により(式-3、式-4)の構造物に危険側となる値かあるい

は、(式-3) ・(式-4)のみで計算します。 

層の下限の土圧は、その土層が海底面－１０ｍ位置まであると仮定し、見かけの震

度を０として、計算式の選択により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるい

は、(式-1) ・(式-2)のみで計算し、実際の層の下限位置で直線補完を行います。 

海底面－１０ｍ以深の粘土層については、見かけの震度を０として、計算式の選択

により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-1) ・(式-2)のみで

計算します。 

尚、層の下限値が層の上限値よりも小さくなる場合は、層の上限値を層の下限の土

圧とするかどうかの選択が可能です｡ 

 

直線補間

設計海底面

設計海底面-10m

粘土層

砂層

粘土層

粘土層

砂層

(式-3,式-4)or(式-3)

(式-3,式-4)or(式-3)

(式-3,式-4)or(式-3)

(式-1,式-2)

(式-1,式-2)

(式-1,式-2)
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(ｃの方法を選択した場合) 

 

海底面～海底面－１０ｍ以内に粘土層がある場合に、その粘性土が一様にあるも

のとし、層の上限位置を海底面位置と仮定して、見かけの震度を考慮し、計算式の選

択により(式-3、式-4)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-3)・(式-4)のみで

計算し、実際の層の上限位置で直線補完を行います。 

層の下限の土圧は、その土層が海底面－１０ｍ位置まであると仮定し、見かけの震

度を０として、計算式の選択により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるい

は、(式-1)・(式-2)のみで計算し、実際の層の下限位置で直線補完を行います。尚、

層の上限・下限の土圧強度が海底面位置の土圧強度よりも小さくなった場合、海底面

位置の土圧強度を採用するかどうかの選択が可能です｡ 

海底面－１０ｍ以深の粘土層については、見かけの震度を０として、計算式の選択

により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-1)・(式-2)のみで計

算します。 

尚、層の下限値が層の上限値よりも小さくなる場合は、層の上限値を層の下限の土

圧とするかどうかの選択が可能です｡ 

 

 

 

 

 

 
直線補間 

設計海底面 

設計海底面-10m 

粘土層 

砂層 

粘土層 

粘土層 

砂層 

(式-3,式-4)or(式-3) 

(式-3,式-4)or(式-3) 

(式-1,式-2) 

(式-1,式-2) 
(式-1,式-2) 

直線補間 

 
 

※ 粘性土が設計海底面を挟む場合、使用する見かけの震度は、実際の土層による見

かけの震度です。 
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(ｄの方法を選択した場合) 

 

海底面～海底面－１０ｍ以内に粘土層がある場合に、実際の土層の見かけの震度

を計算し、その見かけの震度を設計海底面の見かけの震度と仮定します。その見かけ

の震度が、海底面－１０ｍ位置で0.0になるものとして実際の土層上限・下限で直線

補完を行います。求めた土層上限の見かけの震度を用いて、計算式の選択により(式

-3、式-4)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-3)・(式-4)のみで計算します。 

層の下限の土圧は、求めた層の下限値の見かけの震度を用いて、計算式の選択によ

り(式-3、式-4)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-3)・(式-4)のみで計算し

ます。尚、層の上限・下限の土圧強度が海底面位置の土圧強度よりも小さくなった場

合、海底面位置の土圧強度を採用するかどうかの選択が可能です｡ 

海底面－１０ｍ以深の粘土層については、見かけの震度を０として、計算式の選択

により(式-1、式-2)の構造物に危険側となる値かあるいは、(式-1)・(式-2)のみで計

算します。 

尚、層の下限値が層の上限値よりも小さくなる場合は、層の上限値を層の下限の土

圧とするかどうかの選択が可能です｡ 

 

 

 

 

 

 

設計海底面 

設計海底面-10m 

粘土層 

砂層 

粘土層 

粘土層 

砂層 

(式-3,式-4)or(式-3) 

(式-3,式-4)or(式-3) 

(式-1,式-2) 

(式-1,式-2) 
(式-1,式-2) 

Kh=0.0 

Kh 

補完で求めた Kh 

補完で求めた Kh 

(式-3,式-4)or(式-3) 

(式-3,式-4)or(式-3) 

 
 

※ 粘性土が設計海底面を挟む場合、使用する見かけの震度は、実際の土層による見

かけの震度です。 
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２－７．残留水位の考え方について 

 

係船岸等で裏込め又は、裏埋土内の水位と前面の水位との間に水位差が生じる場合に

は、設計にあたり、以下に示す残留水位が係船岸等に作用するものとします。 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.358 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.155～ 

 

0≦ｙ＜ｈｗのとき ｐｗ＝γｗｙ 

 

ｈｗ≦ｙのとき ｐｗ＝γｗｈｗ 

 

ここに、 

ｐｗ ：残留水圧（kN/m2） 

ｈｗ ：残留水位差、裏込め又は裏埋土内の水位が前面の水位よりも高い場合でその

時の最大の水位差（m） 

ｙ ：裏込め又は裏埋土内の水面から残留水位を求める点までの深さ（m） 

γｗ ：水の単位体積重量（kN/m３） 
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２－８．液状化層の流動土圧について 

 

主働側の流動土圧 

 

( )

距離（m）：液状化層天端からの  ｙ

）：液状化層の層厚（m  Ｈ

）：泥水比重（kN/mγ

：設計震度ｋ

）：上載荷重（kN/m  ｗ

0を用います。）：土圧係数（通常1.Ｋ

）圧（kN/m：液状化層の主働側土ＰＥ

ここに、

3
ｓ

2

2
ａ

HykwhKPE sa  ••++= 8/7

 

 

ここで、連続する複数の土層が液状化する場合、液状化層天端高さは液状化が始ま

る土層の上限高さとなります。また、採用する土圧は、通常に計算した地震時主働土

圧と主働流動土圧を比較し、値の大きい方を取ります。 

 

受働側の流動土圧 

 

( )

 

距離（m）：液状化層天端からのｙ,ｙ

層までの厚さ（m）：前面水位から液状化 Ｈ

）：液状化層の層厚（m Ｈ

重量です。））（通常水の単位体積：水比重（kN/m3γ

）kN/m：土の単位体積重量（γ

：設計震度ｋ

）：上載荷重（kN/m  ｗ

0を用います。）：土圧係数（通常1.Ｋ

）的圧力（kN/m：液状化層の受働側動Ｐ

）的圧力（kN/m：液状化層の受働側静ＰＥ

ここに、

2１

1

2

ｗ

3

2

2
ｐｄ

2
ｐ

22118/7 yHyHkP

whKPE

wpd

p





+••=

+=

 

 

ここで、連続する複数の土層が液状化する場合、液状化層天端高さは液状化が始ま

る土層の上限高さとなります。また、採用する土圧は、通常に計算した地震時受働土

圧と受働流動土圧を比較し、値の小さい方を取ります。 
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２－９．波圧の考え方について 

 

波長の算定 

 

本システムでは、波長を計算で求めるかあるいは、直接入力するかを選択するよう

になっています。計算で波長を求める場合、入力データとして与えられた周期と水深

から波長を計算します。波長を求める水深は、プログラムのスイッチにより選択可能

となっています。 

波長を計算する式は以下のようになっています。 

 

）sg：重力加速度（m/

h：水深（m）

T：周期（s）

L：波長（m）

ここに、

2

L

hgT
L





2
tanh

2

2

=

 

 

波圧算定方法について 

 

１） 波高 

 

・ 合田式（港湾基準） 

 

最高波高が砕波の影響を受けない場合 

 

HD＝Hmax＝1.8H1/3 

H1/3：直立壁前面水深における進行波としての有義波高（m） 

 

最高波高が砕波の影響を受ける場合 

 

HD＝（不規則波の砕波変形を考慮したHmax） 

 

ただし、この場合の最高波高は直立壁前面から５H1/3だけ沖側に離れた地点

での水深ｈｂに対する値を用いる。 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.213～ 

 

・ 合田式（漁港基準） 

 

Hｄ：設計で用いる進行波としての有義波高（m） 

 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.85～ 
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・ 黒田式／広井式（森平式） 

検討ＳＷで、黒田式／広井式（森平式）を選択した場合、重複波・砕波の

判定はプログラム内部で行います。漁港基準に関しては、波高の区別がされ

ていませんが本システムでは、有義波高の項目の値を使用します。 

その場合に使用する波高は、以下の通りです。 

 

（港湾基準） H1/3 ：直立壁前面水深における進行波としての有義波高（m） 

（漁港基準） H  ：堤体前面の波高（m） 

 

  設計計算に使用する波高は以下の通りです。本システムでは、波高（HD）

の項目の値を使用します。 

 

（港湾基準） 

［黒田式］HD ：壁体設置位置における進行波としての有義波高（m） 

［広井式］HD ：壁体設置位置における進行波としての有義波高（m） 

［森平式］H1/3：設計有義波高（m） 

 

（漁港基準） 

［黒田式］H：壁体設置位置における進行波としての波高（m） 

［広井式］H：直立壁前面から５波高分沖までの区間の最大波高（m） 

［森平式］H：直立壁前面から５波高分沖までの区間の最大波高（m） 

 

参照：『漁港・漁場の施設の設計の手引き 2003年版（上）』P.59～ 

 

２） 水深 

 

・ 合田式 

波圧・波長計算用水深は、h：直立壁前面における水深（m）を無条件に使用

します。 

 

・ 黒田式／広井式（森平式） 

  砕波・重複波の判定に使用する水深は、d：根固め工又はマウンド被覆工

天端のいずれか小さい方の水深（m）を無条件に使用します。 

波圧・波長計算用水深として以下の水深のどちらを使用するか選択可能

となっています。 

 

h ：直立壁前面における水深（m） 

d ：根固め工又はマウンド被覆工天端のいずれか小さい方の水深（m） 
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h’ ｄ 

5H1/3 

ｈ b ｈ 

 
 

３） 波圧算定式 

 

検討ＳＷで、黒田式／広井式（森平式）を選択した場合、重複波・砕波の判定は

プログラム内部で行います。消波工の有無のＳＷが消波工ありで、砕波だった場

合は、自動的に波圧算定式は森平式が採用されます。 

 

（港湾基準） 

① d/H1/3≧2（重複波）の場合、黒田式を用いる。 

② d/H1/3＜2（砕  波）の場合、広井式を用いる。［消波工なし］ 

③ d/H1/3＜2（砕  波）の場合、森平式を用いる。［消波工あり］ 

 

（漁港基準） 

① h＞2H（重複波）の場合、黒田式を用いる。 

② h≦2H（砕  波）の場合、広井式を用いる。［消波工なし］ 

③ h≦2H（砕  波）の場合、森平式を用いる。［消波工あり］ 
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合田式（港湾基準） 

 

( )

( )( )

( )

( )

( )

常は1.0)：波圧の補正係数(通λ,λ

度）険な方向となす角度（15ﾟの範囲で最も危±波の主方向から：直立壁法線の垂線とβ

いずれか小さい値　b)：a又は、bのmin(a,

）計算に用いる波長（m：水深hにおける設計L

高（m）：設計計算に用いる波H

)1m/s：重力加速度(9.8ｇ

：海水の密度ρ

）か小さい方の水深（mド被覆工天端のいずれ：根固め工又はマウンd

m）：直立壁底面の水深（h’

m）離れた地点での水深（へ有義波高の５倍だけ：直立壁前面から沖側h

水深（m）：直立壁前面におけるh

）波圧強度（kN/m：直立壁底面におけるp

）強度（kN/m：海底面における波圧p

）強度（kN/m：静水面における波圧p

０となる高さ（m）：静水面上波圧強度がη

ここに、
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参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.213～ 
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合田式（漁港基準） 

 

( )

( )( )

( )

( )

( )

底面の水深（m）：直立壁h’

（m）いずれか天端の根固め工又は被覆：d

水深（m）地点高の５倍前面から沖側へ有義波：直立壁h

の補正係数：波λ

（m）：設計H

（m）：水深hにおける波長L

）前面における水深（m：直立壁h

：波圧の補正係数λλ

）角度（法線の垂線険な方向と直立壁15ﾟの範囲で最も危±：波の主方向からβ

)1m/s：重力加速度(9.8ｇ

)t/m：海水の密度ρ

）（kN/m底面における波圧強度：直立壁p

）強度（kN/m：海底面における波圧p

）強度（kN/m：静水面における波圧p

さ（m）波圧強度が０となる高：静水面上η

ここに、
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の値とするるは壁体前面位置におけ影響を受けない領域で
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参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.85～ 

 



 

 

- 31 - 

黒田式 

 

１） 港湾基準 

 

・ 静水面の上下0～HD/2の範囲 

す角（度）最も危険な方向とのな

15°の範囲内で±主方向から：構造物法線と、波のβ

（m）る進行波としての波高：壁体設置位置におけH

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）（kN/m：砕波による波圧強度p

ここに、

D

3
0

2
b

2
0 cos5.1 Db Hwp =

 

・ 静水面上HD/2以上及び静水面下HD/2以下の範囲 

( )

（m）：水深hにおける波長L

高（m）：設計計算に用いる波H

）：壁体前面の水深（mh

（m）分面の静水面上の高さ：壁面における波高中δ

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）圧強度（kN/m：壁体下端における波p

）波圧強度（kN/mときの静水面における：壁面に波の峰があるp

ここに、

D

0

3
0

2
2

2
1

L

h

L

H

L

h

Hw
p

Hh

H
hwpp

D

D

D
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2
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２） 漁港基準 

 

・ 静水面の上下0～H/2の範囲 

高（m）ける進行波としての波H：壁体設置位置にお

）量（kN/mw：海水の単位体積重

）（kN/m：砕波による波圧強度p

ここに、

3

2
b

wHpb 5.1=

 

 

・ 静水面上H/2以上及び静水面下H/2以下の範囲 

( )

( )

（m）：水深hにおける波長L

（m）る進行波としての波高：壁体設置位置におけH

）：壁体前面の水深（mh

（m）分面の静水面上の高さ：壁面における波高中δ

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）圧強度（kN/m：壁体下端における波p

）波圧強度（kN/mときの静水面における：壁面に波の山があるp

ここに、
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参照：『漁港・漁場の施設の設計の手引き 2003年版（上）』P.59～ 
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広井式 

 

１） 港湾基準 

）な方向とのなす角（度

危険15°の範囲内で最も±主方向から：構造物法線と、波のβ

（m）る進行波としての波高：壁体設置位置におけH

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）（kN/m：砕波による波圧強度p

ここに、

D

3
0

2
b

2
0 cos5.1 Db Hwp =

 

 

２） 漁港基準 

( )
( )

圧を与える角度（°）直立壁に最も危険な波

、15°の範囲において±角度の法線の垂直とのなす：波の主方向と直立壁β

大波高（m）高分沖までの区間の最：直立壁前面から5波H

）（kN/m：海水の単位体積重量w

ここに、

の場合

の場合

3





4575.0

45cos5.1 2

=

=





wHp

wHp

 

 

森平式 

 

１） 港湾基準 

( )
( )

とのなす角（度）

危険な方向15°の範囲内で最も±、波の主方向から：構造物法線の垂線とβ

（m）る進行波としての波高：壁体設置位置におけH

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）kN/m用する平均波圧強度（したときの直立壁に作：消波ブロックを被覆p

ここに、

1/3

3
0

2





457.0

450cos0.1

3/10

3/10

=

=





Hwp

Hwp

 

 

２） 漁港基準 

( )
( )

圧を与える角度（°）直立壁に最も危険な波

、15°の範囲において±角度の法線の垂直とのなす：波の主方向と直立壁β

大波高（m）高分沖までの区間の最：直立壁前面から5波H

）（kN/m：海水の単位体積重量w

）（kN/m直立壁に作用する波圧：消波工で被覆されたp

ここに、

3

2





457.0

45cos0.1

=

=





wHp

wHp
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２－１０．杭部の計算方法について 

 

  本システムには、杭部の計算方法としてチャンの方式、港研方式、伝達マトリックスの

方式の3つの方法を用意しています。 

 

チャンの方式 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.704～ 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.264 

 

１） 基本式 

 

）（kN/m：横方向地盤反力係数ｋ

）N/m：地盤の弾性係数（kＥ

：杭幅（m）Ｂ

 )反力(kN/m単位面積当たりの地盤：深さｘにおける杭のｐ

反力(kN/m)単位長さ当たりの地盤：深さｘにおける杭のＰ

変位（m）：深さｘにおける杭のｙ

m）：地表面からの深さ（ｘ

）kN･mＥＩ：杭の曲げ剛性（

ここに、

3
h

2
s

2

2

ykyp

pBPEI

hB

E

dx

yd

s ==

−=−=
4

4
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２） 特性値（β）の算出 

 

 =
k B

EI
h

4
4  

 

多層地盤の場合は、地表面から1/βの区間の横方向地盤反力係数の平均値を用

いて計算する。 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.267 

             

                                                            を仮定する

                                                       

( )
kh

k k kh h h=
+ + − −1 1 2 2 3 1 2    



                          
 1 1 1 kh

         

                          
 2 2 2 kh                         

 =
k B

EI
h

4
4

                          
 3 3 3 kh

                                                               
1/   

                                                              βの決定

NO

YES

 

 

３） 最大曲げモーメント 

 

( ) ( )

：合力作用高さ（m）ｈ

ーメント（kN･m）：地上部の最大曲げモＭ

ここに、

0

0

021

11

0

2
0

tan

2

121

0max

he

MM

h

h

m

m










+

−−++
=
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４） 変位量 

 

( )

( )

）：変形係数（kN/mＱ

）kN･mＥＩ：杭の曲げ剛性（

までの高さ（m）：仮想海底面から天端Ｒ

：水平力（kN）Ｈ

：合力作用高さ（m）ｈ

）：特性値（mβ

m）した時の頭部変位量（：地上部を片持ち梁とδ

量（m）生ずる矢板天端の変位

にの矢板の回転角のため角によるこの点より上：仮想海底面のたわみδ

矢板の変位量（m）：仮想海底面におけるδ

：矢板の変位量（m）δ

ここに、

2

h
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0

1-

3

2

1

Q
EI

BR

EI

RHh
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Hh

h

h

=

=

=

++=
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+

3

2

21
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1
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321
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変形係数Ｑは、次のように表わされる。 

 

( )

中荷重の作用高（m）：仮想海底面より各集ｈ

m）：各集中荷重（kN/Ｈ

ここに、

i

i

h

i

i

R

h

H

d

ddQ

=

−= 2

6
3

 

 

５） 根入れ長 

 
L  3 /   

 

多層地盤の場合は、以下の方法により決定するかもしくは、最大曲げモーメント

算出時に使用した特性値（β）をそのまま用いて根入れ長を算出するかの選択を

行うことができます。 

参照：『漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015年』P.269 

                          
 1            

L l l l

l l l

= + +

+ + 

1 2 3

1 1 2 2 3 3 3  

         L                
 2

                          
 3
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港研方式 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.711～ 

 

１） 基本式 

 

）抵抗定数（kN/m：Ｃ型地盤における横ｋ

）抵抗定数（kN/m：Ｓ型地盤における横ｋ

）N/m：地盤の弾性係数（kＥ

：杭幅（m）Ｂ

 )反力(kN/m単位面積当たりの地盤：深さｘにおける杭のｐ

反力(kN/m)単位長さ当たりの地盤：深さｘにおける杭のＰ

変位（m）：深さｘにおける杭のｙ

m）：地表面からの深さ（ｘ

）kN･mＥＩ：杭の曲げ剛性（

ここに、

型地盤

型地盤

2.5
c

3.5
s

2
s

2

2
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Sxykp

pBPEI

c

s

dx

yd

:

:
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5.0

4

4

=
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２） 計算手順 

 

港研方式では、あるくい（原型杭＝ｐぐい）の挙動を推定するのに、一定の基

準ぐい（ｓぐい）について求めた基準曲線を換算係数を用いて換算するという方

法をとります。計算手順は、以下の通りとなっています。 

 

ａ．基準杭の諸元 

      載   荷   高   さ        h=1m

      曲   げ   剛   性        EI=104kN･m2

                   Ｓ型地盤    Bks=0.5m×2000kN/m3.5=1000kN/m2.5

   横 抵 抗 定 数

                   Ｃ型地盤    Bkc=0.5m×2000kN/m2.5=1000kN/m1.5

 
ｂ．換算係数の計算 

( )

( )

( )

( )

( )
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( )
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x h

h

h EI
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

log log log log log

log log log log

log log log log

log log log log

S

R R R R R

R R R R

R R R R

R R R R

T s x EI BK

M x EI BK

i x EI BK

y x EI BK

型地盤

= = − +

= − +

= − +

= − +

7 2

8 2

9 2 2

10 2 2

 

 

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )
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log log log log log

log log log log

log log log log

log log log log

C

R R R R R

R R R R

R R R R

R R R R

T s x EI BK

M x EI BK

i x EI BK

y x EI BK

型地盤

= = − +

= − +

= − +

= − +

5 2

6 2

7 2 2

8 2 2

 

 

ｃ．基準杭の荷重の計算 

 

log log logT T Rs p T= −  

 

ｄ．基準杭の諸量 

 

上のlogTsより、基準曲線表より各諸量を比例配分により求めます。 

 

ｅ．鋼矢板壁の諸量 

 

( )

( )

( )

( )

）面のたわみ角（rad：鋼矢板壁の仮想地表ｉ

面変位（m）：鋼矢板壁の仮想地表ｙ

m）メント第一零点深さ（：鋼矢板壁の曲げモーｌ

）モーメント（kN･m：鋼矢板壁の最大曲げＭ

ここに、
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３） 変位量 

 

）：変形係数（kN/mＱ

）･m：杭の曲げ剛性（kNＥＩ

までの高さ（m）：仮想海底面から天端Ｒ

m）した時の頭部変位量（：地上部を片持ち梁とδ

）矢板天端の変位量（m

に生ずるの矢板の回転角のため角によるこの点より上：仮想海底面のたわみδ

矢板の変位量（m）：仮想海底面におけるδ

：矢板の変位量（m）δ

ここに、
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変形係数Ｑは、次のように表わされる。 

 

( )

中荷重の作用高（m）：仮想海底面より各集ｈ

m）：各集中荷重（kN/Ｈ

ここに、

i

i

h

i

i

R

h

H

d

ddQ

=

−= 2

6
3

 

 

４） 根入れ長 

 

根入れ長は、上記のｌm1の1.5倍以上とします。 

 
L lm 15 1.  
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伝達マトリックスの方式 

 

１） 伝達マトリックスの計算方法 

 

  伝達マトリックスは、杭部材を分割しｉ点（杭の上部）とｊ点（杭の下部）の

力の向きを仮定した場合以下のように書くことができます。 
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ただし、 
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：せん断力（kN）Ｑ

N･m）：曲げモーメント（kＭ

：回転角（rad）α

：変位（m）ｕ

ここに、

 

 

非線形の場合は、上記の伝達マトリックス法を使用し、下記のｋが一致するま

で繰り返し計算を行います。その場合の杭の分割長は、初期値では0.1m程度とな

っています。分割長は、プログラムで変更が可能となっています。 

 

( )

( ) ( ) ( )

EI k y u

k y u k y u k u k y u k yu

d u

dy

4

4

1

2
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2

0
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+ =
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− −

,

, , ,は、 や、
 

 

詳細については、以下の書籍を参照して下さい。 

 

杭基礎設計便覧  P.202  伝達マトリックス法を用いた計算法 

平成４年１０月  社団法人  日本道路協会 
 

２）変位量 
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）：変形係数（kN/mＱ

）kN･mＥＩ：杭の曲げ剛性（

までの高さ（m）：仮想海底面から天端Ｒ

m）した時の頭部変位量（：地上部を片持ち梁とδ3

板天端の変位量（m）

に生ずる矢の矢板の回転角のため角によるこの点より上：仮想海底面のたわみδ

矢板の変位量（m）：仮想海底面におけるδ

：矢板の変位量（m）δ

ここに、
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変形係数Ｑは、次のように表わされる。 

 

( )

中荷重の作用高（m）：仮想海底面より各集ｈ

m）：各集中荷重（kN/Ｈ

ここに、
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h
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R
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=

−= 2
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３） 根入れ長 

 

有限長杭の計算の場合、根入れ長は入力した値とします。 
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２－１１．鋼管矢板の二次応力について 

 

二次応力の算定 

 

  一般に鋼管矢板を使用する場合、土圧及び残留水圧による鋼管断面の変形により二次

応力が発生します。自立矢板壁は変位の大きい構造であり、最大曲げモーメントの生じる

位置に近いところで二次応力が比較的大きくなるおそれがあります.そこで、鋼管矢板の

二次応力を、以下の式を用いて算出し照査します.  

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.1123 

係数

作用する

：

：杭の肉厚（mm）t

：杭の径（mm）D

）kN/m土圧及び、残留水圧（：矢板壁にｐ

）：二次応力（N/mmσ

ここに、

2

2



 3

2

10−







=

t

D
p

 

尚、港湾の施設の技術上の基準・同解説（下）平成11年4月P.808では、上式の係数αに

0.21が値としてセットされています。ここでの初期値は、それに倣っています。 

 

ここで、二次応力とは常に発生しているものなので、矢板壁に働く土圧及び、残留水

圧に関しては、常時のみ算定しこれを用い常時、地震時とも評価します。 

参照：『港湾構造物設計事例集(上巻) 平成11年4月』P.9-13 

 

  ただし、港研方式で矢板の計算を行った場合、最大曲げモーメントの生じる位置が計

算できません。したがって、最大曲げモーメント位置の計算にはチャンの式を用いること

とします.  

 

：荷重作用高（m）h

）：特性値（mβ

位置（m）：最大曲げモーメントl

ここに、

0

1-

mMAX

0

1

21

1
tan

1

h
lmMAX

 +
= −
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二次応力の評価 

 

  二次応力は、曲げによる軸方向応力度σlと二次応力σtとの２方向の応力が作用するとき

の合成応力として評価します。 

 

１） 許容応力度法 

𝑓 = √(𝜎𝑙
2 + 𝜎𝑡

2 − 𝜎𝑙𝜎𝑡) ≤ 𝐹𝜎𝑎 

  このとき安全率(F)は常時1.1、地震時1.5とします。また、曲げによる軸方向

応力と同様に二次応力のみの照査も行っています。 

参照：『港湾構造物設計事例集(上巻) 平成11年4月』P.9-13 

 

２）部分係数法 

 

𝑚 ∙
𝑆𝑑

𝑅𝑑
≤ 1.0  𝑅𝑑 = 𝛾𝑅𝑅𝑘   𝑆𝑑 = 𝛾𝑠𝑆𝑘 

𝑅𝑘 = 𝑓𝑦𝑘 𝛾𝑚⁄  

𝑆𝑘 = 𝛾𝑏√(𝜎𝑙𝑘
2 + 𝜎𝑡𝑘

2 − 𝜎𝑙𝑘𝜎𝑡𝑘) 

 ここに、 

σl ：杭の軸方向応力度（N/mm2） 

σt ：杭の二次応力度（N/mm2） 

fyk ：杭の降伏応力度（N/mm2） 

γm ：材料係数（=1.05） 

γb ：部材係数（=1.1） 

R ：抵抗項（N/mm2） 

S  ：作用項（N/mm2） 

γR ：抵抗項に乗じる部分係数 

γS ：作用項に乗じる部分係数 

m ：調整係数 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.1124 
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２－１２．ｋｈの計算方法について 

 

根入れ部の計算が「チャンの方式」「チャンの方式（多層地盤）」の場合、ｋｈの計算

方法として以下の8種類を用意しています。 

 

１） K値直接入力 

２） 横山の図 

３） K=1500･N 

４） 道路橋N値→K値 

𝐾𝐻 =
𝛼

0.3
∙ 𝐸0 ∙ (

𝐵𝐻

0.3
)

−
3
4
 

𝐵𝐻 = 10.0𝑚 

ここに、 

α ∶ 地盤反力係数の推定に用いる係数  α = 1(常時) 𝛼 = 2(地震時) 

𝐸0:標準貫入試験の𝑁値(入力値)より𝐸0 = 2800 ∙ 𝑁で推定した変形係数 

𝐵𝐻:換算載荷幅(𝑚) 

 

５）道路土工（仮設）Ｃ→Ｋ値 

算定式は、４）道路橋N値→K値の場合と同様、α、E0の内容は以下の通り 

α：地盤反力係数の推定に用いる係数 α=4（常時） α=8（地震時） 

E0：αE0＝210ｃで推定 ただし、ｃは土の粘着力（kN/m2） 

６）道路橋E0→K値 

算定式は、４）道路橋N値→K値の場合と同様、α、E0の内容は以下の通り 

α：地盤反力係数の推定に用いる係数 α=4（常時） α=8（地震時） 

E0：ボーリング孔内で測定した変形係数(入力値) 

７）福岡・宇都の図 

406.0691.0 NKh =  

８）相関式による 

733.03910NKh =  

 

尚、５）については、道路橋Ｎ値→Ｋ値が選択された場合でかつ粘性土でかつＮ値

がセットされていない場合に採用されます。 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.710～ 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(下) 平成19年7月』P.627～ 

参照：『道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編 平成24年3月』P.285 
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２－１３．H30年港湾基準の照査方法について 

既に港湾の施設の技術上の基準・同解説では、H19年版より構造物の照査方法が、許容応

力度法によるものから材料係数アプローチによるレベル1信頼性設計法に基づく方法（部分

係数を用いた設計用値による性能照査式）（以下、部分係数法）に変更となっています。 

この度のH30年版では、部分係数の与え方が荷重抵抗係数アプローチによるものに変更と

なりました。 

部分係数法での、各外力を求める方法は許容応力度法の場合と同じです。一般に、部分係

数（γ）が乗じられていない値を部分係数法では特性値と呼び、部分係数（γ）が乗じられ

た値を設計用値と呼びます。 

 

※ 基準書には、合成応力度の照査に用いる部分係数を除いて、標準的な部分係数は

示されていません。そのため、矢板壁に生じる最大曲げモーメントによる応力度

の照査などは、「過去の経験に基づく方法」（過去の適用事例が多く、十分に実

績のある、従来から利用されてきた安全率法や許容応力度法）に準ずるものとし

て、全ての部分係数を便宜上1.0とした上で、調整係数を用いて照査することを

前提として初期値を設定しています。 

 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(中) 平成30年5月』P.1124 

参照：『港湾の施設の技術上の基準・同解説(上) 平成30年5月』P.27～ 

 

過去の設計法における設定に基づく方法（形式的な部分係数法）の部分係数の例  

 

表-1 矢板壁の応力照査に用いる部分係数 

照査対象 
抵抗項に乗じる

部分係数 𝛾𝑅 

荷重項に乗じる

部分係数 𝛾𝑆 
調整係数     

m 

矢板壁の応力 

(永続状態) 

－ 

(1.00) 

－ 

(1.00) 
1.68 

矢板壁の応力 

(レベル１地震動等に対する変動状態) 

－ 

(1.00) 

－ 

(1.00) 
1.12 

 

表-2 矢板壁の合成応力照査に用いる部分係数 

照査対象 
抵抗項に乗じる

部分係数 𝛾𝑅 

荷重項に乗じる

部分係数 𝛾𝑆 
調整係数     

m 

矢板壁の合成応力 

(永続状態) 

－ 

(1.00) 

－ 

(1.00) 
1.20 

矢板壁の合成応力 

(レベル１地震動に対する変動状態) 

－ 

(1.00) 

－ 

(1.00) 
1.00 

材料係数𝛾𝑚 = 1.05 

部材係数𝛾𝑏 = 1.10 

 

尚、本方法による場合は、従来の許容応力度法と計算結果が等価となるように、調整係数

を用いて調整します。使用鋼材により降伏応力度と許容応力度の比率に若干の値の変動があ

ります。下に一例を示しますので参考にしてください。 

 許容応力度 降伏応力度 調整係数(m) 

γa  常時 地震時  永続状態 変動状態 

SYW295 180.0 270.0 295.0 1.64 1.09 

SYW390 235.0 352.5 390.0 1.66 1.11 

SYW430 255.0 382.5 430.0 1.69 1.13 

SKY400 140.0 210.0 235.0 1.68 1.12 

SKY490 185.0 277.5 315.0 1.70 1.14 
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３．補足資料 
 

３－１．参考文献 
 

準拠基準及び参考文献は以下の通りです。 

 

・ 港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成30年5月 日本港湾協会 

・ 港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成11年4月 日本港湾協会 

・ 港湾構造物設計事例集      平成11年4月 沿岸開発技術研究センター 

・ 漁港・漁場の施設の設計参考図書  2015年版  水産庁 

・ 道路橋示方書         平成24年3月 日本道路協会 

・ 杭基礎設計便覧        平成27年3月 日本道路協会 

・ 建設省河川砂防技術基準（案）同解説 設計編[Ⅰ][Ⅱ] 

              平成9年9月  日本河川協会 

・ 災害復旧工事の設計要領     平成14年版  全国防災協会 
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